
 

 

令和５年度乳幼児突然死症候群（SIDS）対策強化月間実施要綱 

 

 

 

１  名 称 

    乳幼児突然死症候群(SIDS)対策強化月間 

 

２  趣 旨 

乳幼児突然死症候群(SIDS)とは、何の予兆や既往歴もないまま乳幼児に突然の死をも

たらす疾患であり、乳児の死亡原因の上位を占めていることから、その発症の低減を図

るための対応が強く求められている。 

また、これまでの研究により、｢１歳になるまでは、寝かせる時はあおむけに寝かせる｣､

｢できるだけ母乳で育てる｣､｢保護者等のたばこをやめる｣ことは乳幼児突然死症候群(SI

DS)発症の危険性を低くするというデータが得られている。 

これらを踏まえ、平成１１年度より１１月を乳幼児突然死症候群(SIDS)対策強化月間

と定め、乳幼児突然死症候群(SIDS)に対する社会的関心の喚起を図るとともに、重点的

な普及啓発活動を実施してきたところであるが、令和５年度においても同様に、１１月

の対策強化月間を中心として、関係行政機関、関係団体等において各種の普及啓発活動

を行うなど、乳幼児突然死症候群(SIDS)の予防に関する取組の推進を図るものである。 

なお、１１月を対策強化月間と定める理由は、１２月以降の冬期に乳幼児突然死症候

群(SIDS)が発症する傾向があり、発症の予防に対する普及啓発を重点的に行う必要があ

るためである。 

 

３  期 日 

    令和５年１１月１日（水）から令和５年１１月３０日（木） 

  ただし、地域の実情に応じ、期間延長等の変更は差し支えない。 

 

４  主 唱 

    こども家庭庁 

 

５  協 力 

    健やか親子２１推進本部（別紙２） 

  



６  実施方法 

（１）こども家庭庁  

こども家庭庁は、関係行政機関、関係団体等と連携し、乳幼児突然死症候群(SIDS)

の診断のための「乳幼児突然死症候群(SIDS)診断ガイドライン（第２版）」（別紙１）

の内容の周知・普及並びに推奨すべき育児習慣等について、全国的な普及啓発活動の

推進を図るため、次の取組を行う。 

・ 普及啓発用ポスター及びリーフレットの活用により全国的な普及啓発活動を展開

する。（こども家庭庁ホームページに掲載し、自由にダウンロードして活用いただ

く） 

・ 健やか親子２１推進本部参加団体に対して周知及び普及について協力を依頼す

る。 

・ 関係行政機関、関係団体等を通じて、医療機関等に対し、「乳幼児突然死症候群

(SIDS)診断ガイドライン（第２版）」（別紙１）の内容を参考とし、検案を行う際

は、乳幼児突然死症候群（SIDS)と虐待や窒息事故とを鑑別するために、的確な対

応を行うこと、必要に応じ、保護者に対し解剖を受けることを勧めることを依頼す

る。 

 

（２）都道府県、保健所設置市及び特別区 

都道府県、保健所設置市及び特別区は、関係行政機関、関係団体等との連携を密に

し、それぞれの地域の実情に応じた広報計画及び実施計画を作成し、次の例を参考に

しながら乳幼児突然死症候群(SIDS)の予防に関する普及啓発活動を推進する。 

なお、都道府県においては、市町村を含めた普及啓発活動の展開を図るなど、地域

全体が一体となった取組が図られるよう留意する。 

また、取組に当たっては、乳幼児突然死症候群(SIDS)の診断のための「乳幼児突然

死症候群(SIDS)診断ガイドライン（第２版）」（別紙１）の内容の周知・普及にも十

分留意する。 

＜例＞ 

① ポスター、リーフレット等の配布等による啓発活動の実施 

・ こども家庭庁が作成した普及啓発用ポスター、リーフレットデザインを活用

し、地域の特性に応じた方法により、効率的、効果的な普及啓発活動を展開す

る。 

・ 家庭だけではなく、児童福祉施設や医療機関等に対する啓発活動を実施する。 

・ 市区町村窓口等において、リーフレットを配布する。 

② 研修会、講習会、講演会、シンポジウム、街頭キャンペーン等を実施する。 

③ 妊産婦・乳幼児健康診査等の機会を利用し、子育て中の家庭への呼びかけ等を

行う。 

 

 
 


